
調査計画 

１ 調査の名称 

  作物統計調査（注１） 

（注１）本調査は、面積調査、作況調査及び被害調査の３種類とする。

① 面積調査は、耕地面積調査及び作付面積調査に区分する。

② 作況調査は、作柄概況調査、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。

③ 被害調査は、被害応急調査とする。

２ 調査の目的 

  本調査は、統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「法」という。）に基づき、作物統計

（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕地及び作物の生産

に関する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的範囲

ア 面積調査

(ｱ) 耕地面積調査

全国（別添１の「１ 耕地面積調査」を参照）

(ｲ) 作付面積調査

農林水産大臣が定める種類の作物ごとに農林水産大臣が定める地域（別添１

の「２ 作付面積調査」を参照） 

イ 作況調査

(ｱ) 作柄概況調査

水稲について農林水産大臣が定める地域（別添１の「３ 作柄概況調査」を参照） 

(ｲ) 予想収穫量調査

水稲について全国（別添１の「４ 予想収穫量調査」を参照）

(ｳ) 収穫量調査

農林水産大臣が定める基準（以下「基準」という。別添２を参照）に合致する種

類の作物ごとに農林水産大臣が定める地域（別添１の「５ 収穫量調査」を参照） 

ウ 被害調査

作物について重大な被害が発生したと認められる地域（別添１の「６ 被害応急調

査」を参照） 
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(2) 属性的範囲 

  ア 農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、その他

の関係団体（以下「関係団体等」という。） 

  イ 耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

 (1) 数（注２） 

  ア 作付面積調査のうち、水稲以外の作物に関する調査 

   (ｱ) 関係団体等（陸稲、麦類、大豆、そば、かんしょ、なたね、飼料作物、茶、果樹、

野菜及び花きに関する調査）： 約 5,400（延べ）（母集団 約 5,400（延べ）） 

     調査対象名簿は、作付面積調査郵送調査対象一覧表、果樹調査集出荷団体等名簿、

野菜調査集出荷団体等名簿、花き調査集出荷団体等名簿 

   (ｲ) 製糖会社等（甘味資源作物に関する調査）：約 100（母集団 約 100） 

     調査対象名簿は、てんさい調査対象一覧表、さとうきび調査対象一覧表 

  イ 収穫量調査のうち、水稲以外の作物に関する調査 

   (ｱ) 関係団体等（陸稲、麦類、大豆、そば、かんしょ、なたね、飼料作物、果樹、野

菜及び花きに関する調査）： 約 5,200（延べ）（母集団 約 5,200（延べ）） 

     調査対象名簿は、作付面積調査郵送調査対象一覧表、果樹調査集出荷団体等名簿、

野菜調査集出荷団体等名簿、花き調査集出荷団体等名簿 

   (ｲ) 荒茶工場（茶に関する調査）： 約 1,300（母集団 約 5,400） 

     調査対象名簿は、荒茶工場母集団一覧表 

   (ｳ)  製糖会社等（甘味資源作物に関する調査）：約 100 （母集団 約 100） 

     調査対象名簿は、てんさい調査対象一覧表、さとうきび調査対象一覧表 

   (ｴ)  農林業経営体（茶及び甘味資源作物に関する調査を除く。）：約 69,000（母集団 

約 370,000） 

     調査対象名簿は、2015 年世界農林業センサスの結果から作成した標本経営体母集

団名簿（作物別） 
 
  （注２）上記ア及びイ以外の調査については、関係団体等又は農林業経営体に報告を求める方法ではなく、実測等により行う（詳

細は、後記６（２）を参照）。 
 

 (2) 選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

  ア 荒茶工場を除く関係団体等については、全数調査により行う。 

  イ 荒茶工場については、全数階層と標本階層に区分し、全数階層は全数調査により、
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標本階層は無作為抽出の方法により行う。標本となる荒茶工場の抽出方法については、

別添３の「４ 荒茶工場の抽出方法」（注３）を参照。 

  ウ 農林業経営体については、無作為抽出により行う。標本となる農林業経営体の抽出 

   方法については、別添３の「３ 農林業経営体の抽出方法」を参照。 
 
  （注３）別添３では、イ及びウのほか「１ 標本単位区の抽出方法」及び「２ 作況標本筆の抽出方法」において、実測調査を行

う際の対象地域となる標本単位区（全国の区域を区分して抽出した区域：約 40,000 単位区）及び作況標本筆（水稲の栽培の

用に供される土地のうちから農林水産大臣が定めるところにより抽出した区域：約 10,000 筆）の抽出方法について記

載している。 
 

 (3) 報告義務者 

  ア 関係団体等又は農林業経営体を代表する者は、後記５に掲げる事項について、配布

された調査票に記入して地方農政局等（注４）の長に、その定める期日までに提出しなけ

ればならない。  

  イ 関係団体等又は農林業経営体を代表する者が前記アに定める提出をすることができ

ないときは、地方農政局等の職員が指定する関係団体等の役職員又は農林業経営体の

世帯員が、これに代わって前記アに定める提出をしなければならない。 
 

  （注４）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局の農林水産センターをいう。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

 (1) 報告を求める事項（詳細は、調査事項を参照） 

  ア 面積調査 

   (ｱ)  耕地面積調査については、耕地の田畑別面積、耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積 

   (ｲ)  作付面積調査については、作物の種類別作付面積 

  イ 作況調査 

   (ｱ)  作柄概況調査については、水稲の時期別の作柄概況  

   (ｲ)  予想収穫量調査については、水稲の予想収穫量  

   (ｳ)  収穫量調査については、作物の種類別収穫量（水稲にあってはその災害種類別の

被害量、果樹及び野菜にあっては出荷量を含む。花きにあっては出荷量に限る。） 

  ウ 被害調査 

     災害等を受けた作物（注５）の災害種類別作付面積及び被害量 
 
  （注５）作物について重大な災害等が発生したと認められる地域内にある作物の栽培の用に供される土地のうちから地方農政局等

の長が選定した土地（被害応急調査筆）において栽培される作物 

  

 (2) 基準となる期日又は期間 
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   調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１を参照）現在によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

 (1) 調査組織 

ア 地方農政局の管轄区域 

  農林水産省－地方農政局－報告者（注６） 

イ 北海道 

  農林水産省－北海道農政事務所－報告者 

ウ 沖縄県 

  農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者 
  （注６）ただし、４の（１）のア及びイ以外の調査については、関係団体等又は農林業経営体に報告を求める方法ではなく、実測

により行う（詳細は、後記（２）を参照）。 
 
 

 (2) 調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 ■その他（職員調査）） 

  ア 面積調査 

   (ｱ)  耕地面積調査 

     地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査（別記様式第１号による。） 

   (ｲ)  作付面積調査 

    ａ  水稲 

      地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査（別記様式第１号による。） 

    ｂ  水稲以外の作物 

      地方農政局等の長が選定した関係団体等に対して調査票を配布して行う郵送自

計調査（別記様式第２号から第 12号までによる。）。 

      関係団体等の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンライン（政

府統計共同利用システム）又は電子メールにより回収する自計調査の方法も可能

とする。 

  イ 作況調査 

   (ｱ)  作柄概況調査 

     水稲について、地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査（別記様式第

13 号による。）及び水稲について重大な災害等が発生したと認められる地域内にあ

る当該作物の栽培の用に供される土地のうちから、地方農政局等の長が選定した土

地に対する地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査（別記様式第 24号に
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よる。収穫量調査においても同じ。） 

     ただし、実測を行えない事項は、過去の調査結果や気象データにより、地方農政

局等の職員が予測する（予想収穫量調査においても同じ。）。 

     なお、８月 15 日現在調査において、出穂済面積割合が８割に達しない都道府県の

区域（遅場地帯）は、実測調査によらず、気象データ及び人工衛星データを利用し

た予測を行う。 

      

   (ｲ)  予想収穫量調査 

     水稲について、地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査（別記様式第

13 号による。） 

   (ｳ)  収穫量調査 

    ａ  水稲 

      地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査(別記様式第 13号及び第 24

号による。） 

    ｂ  水稲以外の作物  

      地方農政局等の長が選定した関係団体等又は農林業経営体に対して調査票を配

布して行う郵送自計調査（別記様式第４号から第 12 号まで及び第 14 号から第 23

号までによる。） 

      関係団体等の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンライン（政

府統計共同利用システム）又は電子メールにより回収する自計調査の方法も可能

とする。 

  ウ 被害調査 

    地方農政局等の職員による実測調査（別記様式第 24 号による。）  

  

７ 報告を求める期間 

 (1) 調査の周期 

   １年（品目によっては、３年又は６年ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県

で調査を行う（別添１を参照）。） 

 (2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

  ア 面積調査 

   (ｱ)  耕地面積調査 

     ７月上旬～７月下旬 
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   (ｲ) 作付面積調査 

    ａ 水稲  

      ７月上旬～７月下旬 

    ｂ 水稲以外の作物 

      調査票の提出予定時期については、農林水産省大臣官房統計部長（以下「統計

部長」という。）が定める時期とする。 

  イ 作況調査 

   (ｱ) 作柄概況調査 

     （７月 15 日現在調査）７月上旬～７月中旬 

     （８月 15 日現在調査）８月上旬～８月中旬 

     （もみ数確定期調査）統計部長が定める調査期日に対応して実施 

   (ｲ) 予想収穫量調査 

     10 月上旬～10 月中旬 

   (ｳ) 収穫量調査 

    ａ 水稲  

      水稲の収穫期 

    ｂ 水稲以外の作物 

      調査票の提出予定時期については、統計部長が定める時期とする。 

  ウ 被害調査 

    作物について重大な被害が発生したと認められる場合、速やかに行う。 

 

８ 集計事項 

    前記５(1)に掲げる事項について、前記６により得られた結果を地方農政局等の職員又は

統計調査員による巡回・見積りによって補完の上、都道府県別に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

 (1) 公表の方法 

   調査結果は、インターネット（農林水産省ホームページ及び e-Stat）に掲載するほか、

報告書により公表する。 

 (2) 公表の期日 

   農林水産大臣は、全国結果の概要を集計後速やかに、その詳細については逐次公表す

る。 
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   各調査結果の公表予定時期は、別添５のとおり。 

 

10 使用する統計基準 

  本調査は、専ら農産物に関する調査であり、日本標準産業分類を適用する余地が小さい

ことから使用していない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

 (1) 保存期間 

  ア 調査票の原票については５年 

  イ 調査票の内容を収録した電磁的記録については永年 

 (2) 保存責任者 

  ア 調査票の原票については地方農政局等の長 

  イ 調査票の内容を収録した電磁的記録については統計部長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  本調査の事務に従事する職員は、正確な報告を確保する特段の必要があるときは、前記

５(1)に掲げる事項について、資料の提出を求め、又は必要な場所の立ち入り、帳簿、書類

その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 
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(調査事項) 

１ 面積調査 

(1) 耕地面積調査

耕地の田畑別面積、耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積

(2) 作付面積調査

調査対象作物の作付（栽培）面積

２ 作況調査 

(1) 水稲

生育状況、登熟状況、10ａ当たり収量、被害状況、被害種類別被害面積・被害量、耕

種条件等 

(2) 水稲以外の作物

調査対象作物ごとに以下の項目（ただし、品目に応じ個別の調査事項は異なる。）

・作付面積（栽培面積）

・収穫量（花きを除く。）

・出荷量（果樹、野菜及び花きに限る。）

・出荷先別割合（農林業経営体への調査に限る。）

３ 被害応急調査 

・災害等を受けた農作物の災害種類別の被害種類別の作付面積及び被害量
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 - 1 - 
 

作物統計 推計方法 

具体の記載 

１ 面積調査 

 (1) 耕地面積調査及び水稲作付面積調査 

      「標本単位区の台帳面積の合計」に対する「対地標本実測調査により得られた標本単位

区の現況見積り面積の合計」の比率を「母集団（全単位区）の台帳面積の合計」に乗じ、

これに台帳補正率（台帳面積に対する実面積の比率）を乗じることにより、全体の面積を

推定している。 

また、職員又は統計調査員による巡回・見積り及び職員による情報収集の結果により補

完している。 

 (2) 水稲以外の作付（栽培）面積調査 

集計結果は、関係団体等への調査の単純積算に、職員又は統計調査員による巡回・見積

り及び職員による情報収集の結果により補完し集計している。 

 

２ 作況調査 

 (1) 水稲 

      ア 10ａ当たり玄米重の算定 

(ｱ) 作柄概況調査及び予想収穫量調査 

刈取りが行われる前に調査を実施するため、穂数、１穂当たりもみ数及び千もみ当

たり収量のうち実測可能な項目については実測値、実測が不可能な項目については過

去の気象データ、実測データ等を基に作成した予測式により算定した推定値を用いる

こととし、これらの数値の積により 10ａ当たり玄米重を予測する。 

(ｲ) 収穫量調査 

各作況標本筆について、一定株数（１㎡分×３か所の株数）の稲を刈り取り、脱

穀・乾燥・もみすりを行った後に、飯用に供し得る玄米（農産物規格規程（平成 13

年２月 28日農林水産省告示第 244号）に定める三等以上の品位を有し、かつ、粒厚

が 1.70mm以上であるもの）となるように選別し、10ａ当たり玄米重を決定する。 

イ 10ａ当たり収量の推定 

各作況標本筆の 10ａ当たり玄米重を基に、都道府県別の 10ａ当たり玄米重平均値

を推定し、これにコンバインのロス率（コンバインを使用して収穫する際に発生する

収穫ロス）や被害データ等を加味して検討を行い、都道府県別の 10ａ当たり収量を

推定する。 

さらに、作況基準筆（10ａ当たり収量を巡回・見積りにより把握する際の基準とす

るものとして有意に選定した筆をいう。）の実測結果及び特異な被害が発生した際に

設置する被害調査筆の実測結果を基準とした巡回・見積り並びに情報収集による作柄

及び被害の見積りによって推定値を補完する。 

ウ 収穫量及び被害量 

作況標本筆の刈取り調査結果から推定した 10ａ当たり収量に作付面積を乗じて収穫

量を求める。 
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被害量は、農作物に被害が発生した後、生育段階に合わせて被害の状況を巡回・見積

りで把握する。また、特異な被害が発生した場合は、被害調査筆を設置して調査を実施

し把握する。 

 

 (2) 茶（摘採面積、生葉収穫量及び荒茶生産量） 

荒茶工場に対する調査結果を基に算出した、全数調査階層の集計値に標本調査階層の各

階層の推定値を加えて算出し、必要に応じて職員又は統計調査員による巡回・見積り及び

職員による情報収集により補完している。 

 

(3) 水稲及び茶以外の作物 

収穫量は、関係団体調査及び標本経営体調査結果から得られた作付面積及び収穫量を基

に算出した 10a当たり収量（関係団体調査にあっては、標本経営体調査結果による自家消

費等の量を勘案して算出）に作付面積を乗じて算出している。 

また、必要に応じて職員又は統計調査員による巡回及び職員による情報収集により補完

している。 

    

３ 被害応急調査 

職員の巡回・見積り等により集計する。なお、被害応急調査筆を設置した場合は、以下の

方法によって集計する。 

（1）災害種類別の作付面積  

       被害応急調査筆の実測調査から求めた災害種類別の被害面積率を職員による巡回・見積

りによって補完し、これを作付面積に乗じて決定する。 

 

（2）災害種類別の被害量  

       （1）の実測調査から求めた災害種類別の作付面積に対応する 10a当たり被害量を職員

による巡回・見積りの結果によって補完し、これに災害種類別の作付面積を乗じて決定す

る。 
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作物統計 目標精度 

具体の記載 

Ⅰ 目標精度 

１ 面積調査 

 (1) 耕地面積調査及び水稲作付面積調査 

      耕地面積及び水稲作付面積が的確に把握できるよう、都道府県別に田畑別の耕地面積及

び水稲作付面積の大小、それぞれの全国面積に占めるカバレッジ等を考慮し、0.47～9.60％

の目標精度を設定している。 

 (2) 水稲以外の作付面積調査 

      関係団体等に対する全数調査等を用いて算出していることから、目標精度は設定してい

ない。 

 

２ 作況調査 

 (1) 水稲 

    全国の 10a当たり玄米重の精度が 0.3％を確保できるよう、都道府県別に全国の収穫量

割合を考慮し１～２％の目標精度を設定している。 

(2) 水稲以外の作物 

   全国の 10a当たり収量の精度について、麦類、大豆、指定野菜、みかん及びりんごにあ

っては１～２％、その他の作物にあっては２～３％を確保できるよう、都道府県別に全国

の収穫量割合を考慮し３～15％又は５～20％の目標精度を設定している。 

 

３ 被害応急調査 

    巡回・見積りによる調査であるため、目標精度は設定していない。 

 

Ⅱ 想定回収率 

  過去の全国の実績有効回答率を基に品目ごとに設定している。 
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